「千葉市介護給付費及び訓練等給付費利用者負担額の減額に関する取扱要綱」に定める「別に定める基準額」について

１　基準額算定上の基本的な考え方

　　　生活保護法における基準生活費を基に算定することとする。生活保護の取扱によると第１類＋第２類＋加算となるが、加算分の算定が困難であるため、第１類と第２類の合計額に１．２を乗じることによって、加算分も算定したこととみなす。　　　　　　　
　　　また、基準生活費には住宅扶助の概念はないが、借家人であれば家賃を、借家人でなければ固定資産税を負担することとなることから、申請対象者の「基準額」算定に関しては、住宅扶助相当額を算定することとする。

２　具体的な算定の手順

（１）減額の申請をした者に係る世帯を特定する。基本的には住民票の世帯とする。

（２）世帯員の年齢及び人数により次の基準により算定した額の合計額によって算定する。

　　基準額＝（第１類（個人経費）相当額＋第２類（共同経費）相当額）×１．２＋住宅扶助相当額
